
平成２８年度指名停止措置一覧表 

 

№ 業 者 名 所 在 地 指名停止期間 理     由 

１ 
三井住建道路株式会社 

中部支店 

名古屋市中区千代田１丁目

１６－６ 

平成２８年 ５月１３日から 

平成２８年１１月１２日まで 

６ ヵ月間 

同社が、東日本高速道路株式会社東北支店が発注する東日本大震

災に係る舗装復旧工事の入札において、独占禁止法に違反したとして、

平成２８年度２月２９日公正取引委員会から独占禁止法第７４条第１項の

規定に基づく刑事告発を受けたため。 

独占禁止法違反行為 （別表第２ 第３号） 

２ 株式会社中村土木建設 
愛知県東海市大田町松崎 

３３１－１ 

平成２８年 ６月１０日から 

平成２８年１１月 ９日まで 

５ ヵ月間 

同社が、平成２１年３月１日から平成２７年１１月９日までの複数回にわ

たり、経営事項審査を受けず、その間に複数の公共工事（建設業法施行

令第２７条の１３に規定する工事）の請負契約を締結していたことが、建設

業法第２７条の２３第１項に違反するとして、平成２８年３月２９日に国土交

通省中部地方整備局から営業停止処分を受けたため。 

建設業法違反行為 （別表第２ 第７号） 

３ 
株式会社トーエネック 

 高山営業所 
高山市匠ヶ丘町１－８３ 

平成２８年 ６月１０日から 

平成２８年 ９月 ９日まで 

３ ヵ月間 

同社が、三重県及び三重県企業庁が発注する電気工事において、建

設業法第３条第１項の許可を受けないで建設業を営む者と、同法施行令

第１条の２第１項で定める軽微な建設工事の範囲を超える請負金額によ

り下請契約を締結したとして、平成２８年５月１６日に国土交通省中部地

方整備局から営業停止処分を受けたため。 

建設業法違反行為 （別表第２ 第７号） 

４ 
富士通株式会社 

岐阜支店 
岐阜市橋本町２丁目８番地 

平成２８年 ８月１９日から 

平成２８年１１月１８日まで 

３ ヵ月間 

同社が、東京電力が発注する特定電力保安通信用機器の納入につ

いて、独占禁止法第３条（不当な取引制限の禁止）の規定に違反する行

為を行っていたとして、平成２８年７月１２日公正取引委員会から排除措

置命令及び課徴金納付命令を受けたため。 

独占禁止法違反行為 （別表第２ 第３号） 



５ 株式会社松華堂文具店 高山市下二之町４４ 

平成２８年 ９月 ２日から 

平成２８年１２月 １日まで 

３ ヵ月間 

平成２８年８月２４日実施した学校教材 社会備品（地図）購入の競争見

積において、最低価格により落札決定されたにもかかわらず、翌日にな

って見積書記載金額が誤っていたとの理由で契約を辞退し、市との信頼

関係を著しく損なった。 

不正又は不誠実な行為 （別表第２ 第８号） 

６ 
東京鋪装工業株式会社 

飛騨営業所 
高山市国府町宮地６８８ 

平成２８年 ９月１６日から 

平成２９年 ３月１５日まで 

６ ヵ月間 

同社が、東日本高速道路株式会社東北支店が発注する東日本大震

災に係る舗装復旧工事の入札において、独占禁止法に違反したとして、

平成２８年９月６日公正取引委員会から排除措置命令を受けたため。 

独占禁止法違反行為 （別表第２ 第３号） 

７ 
奥村組土木興業株式会 

社  名古屋支店 

名古屋市中村区名駅南 

４丁目８番１７号 

平成２８年 ９月１６日から 

平成２９年 ３月１５日まで 

６ ヵ月間 

同社が、東日本高速道路株式会社東北支店が発注する東日本大震

災に係る舗装復旧工事の入札において、独占禁止法に違反したとして、

平成２８年９月６日公正取引委員会から排除措置命令を受けたため。 

独占禁止法違反行為 （別表第２ 第３号） 

８ 
常盤工業株式会社 

 中部支店 

名古屋市天白区植田３－ 

１５０４ 

平成２８年 ９月１６日から 

平成２９年 ３月１５日まで 

６ ヵ月間 

同社が、東日本高速道路株式会社東北支店が発注する東日本大震

災に係る舗装復旧工事の入札において、独占禁止法に違反したとして、

平成２８年９月６日公正取引委員会から排除措置命令及び課徴金納付

命令を受けたため。 

独占禁止法違反行為 （別表第２ 第３号） 

９ 
大有建設株式会社  

岐阜営業所 
岐阜市細畑１－９－２ 

平成２８年 ９月１６日から 

平成２９年 ３月１５日まで 

６ ヵ月間 

同社が、東日本高速道路株式会社東北支店が発注する東日本大震

災に係る舗装復旧工事の入札において、独占禁止法に違反したとして、

平成２８年９月６日公正取引委員会から排除措置命令を受けたため。 

独占禁止法違反行為 （別表第２ 第３号） 

１０ 
福田道路株式会社 

 岐阜営業所 
多治見市大原町２丁目４６ 

平成２８年 ９月１６日から 

平成２９年 ３月１５日まで 

６ ヵ月間 

同社が、東日本高速道路株式会社東北支店が発注する東日本大震

災に係る舗装復旧工事の入札において、独占禁止法に違反したとして、

平成２８年９月６日公正取引委員会から排除措置命令を受けたため。 

独占禁止法違反行為 （別表第２ 第３号） 



１１ 
世紀東急工業株式会社 

岐阜営業所 

美濃加茂市牧野字横山 

２５８９ 

平成２８年 ９月１６日から 

平成２８年１２月１５日まで 

３ ヵ月間 

同社が、東日本高速道路株式会社東北支店が発注する東日本大震

災に係る舗装復旧工事の入札において、独占禁止法に違反したとして、

平成２８年９月６日公正取引委員会から排除措置命令を受けたため。 

独占禁止法違反行為 （別表第２ 第３号） 

１２ 
株式会社エフワンエヌ 

中部支店 

愛知県一宮市浅野字馬東 

２９ 

平成２８年１０月１１日から 

平成２９年 １月１０日まで 

３ ヵ月間 

株式会社エフワンエヌは、平成２６年２月２４日民間企業の本社ビル屋

上防水工事施工中に生じた工事関係者の死傷事故により、同社及び同

社の現場責任者が、平成２８年３月３日神戸簡易裁判所から労働安全衛

生法違反及び業務上過失致死傷による罰金刑の略式命令を受けた件に

関して、平成２８年９月１２日に国土交通省近畿地方整備局から建設業法

第２８条第３項の規定に基づく営業停止処分を受けた。 

建設業法違反行為 （別表第２ 第７号） 

１３ 
瀧上工業株式会社 

岐阜営業所 
岐阜市県町２丁目１２－１２ 

平成２８年１０月３１日から 

平成２９年 ４月３０日まで 

６ ヵ月間 

同社の東京支店長ほか２名の社員が、国土交通省中部地方整備

局発注の公共工事の受注に関し、同局職員に便宜を図ってもらう

目的で飲食の接待を行ったとして、平成２８年９月３０日愛知県

警に贈賄容疑で逮捕された。 

贈賄 （別表第２ 第２号） 

１４ 
株式会社大装 

高山支店 
高山市冬頭町２４２－１ 

平成２８年１１月２９日から 

平成２８年１２月２８日まで 

１ ヵ月間 

同社が、平成２８年１０月１日、高山市発注の「中山中学校校舎・屋内

運動場外装改修工事」において、屋内運動場の南面外部足場の解体作

業中、施工手順に基づかない方法により、手摺を外して解体した足場材

の荷下ろしを行うなど、安全管理の措置を怠ったことから、二次下請けの

作業員が、高さ約４ｍの足場から落下し、負傷する事故を発生させた。 

工事関係者の事故 （別表第１ 第７号） 



１５ 
株式会社トーエネック 

高山営業所 
高山市匠ケ丘町１－８３ 

平成２８年１２月 １日から 

平成２８年１２月３１日まで 

１ ヵ月間 

同社及び同社の従業員が、愛知県海部郡飛鳥村内の太陽光発電設備

設置工事において平成２７年９月２日に発生した死亡事故に関して、事

故防止のための必要な措置を講じなかったとして、平成２８年６月２４日労

働安全衛生法違反の罪で罰金刑の略式命令を受けたため。 

工事関係者の事故 （別表第１ 第８号） 

１６ 
東亜建設工業株式会社 

名古屋支店 
名古屋市中区錦３－４－６ 

平成２８年１２月 １日から 

平成２９年 ２月２８日まで 

３ ヵ月間 

同社及び飛島建設株式会社の社員２名が、鉄筋コンクリートの耐震構造

に関する大阪大学の共同研究への参加と、研究データの提供に関し、同

大学大学院教授に便宜を図ってもらう目的で、現金約２１０万円を渡した

として、平成２８年１１月１５日大阪府警に贈賄容疑で逮捕された。 

贈賄 （別表第２ 第２号） 

１７ 
飛島建設株式会社 

岐阜営業所 
岐阜市金町８丁目２６ 

平成２８年１２月 １日から 

平成２９年 ２月２８日まで 

３ ヵ月間 

同社及び東亜建設工業株式会社の社員２名が、鉄筋コンクリートの耐震

構造に関する大阪大学の共同研究への参加と、研究データの提供に関

し、同大学大学院教授に便宜を図ってもらう目的で、現金約２１０万円を

渡したとして、平成２８年１１月１５日大阪府警に贈賄容疑で逮捕された。 

贈賄 （別表第２ 第２号） 

１８ 
株式会社奥村組 

名古屋支店 

名古屋市中村区竹橋町 

２９番８号 

平成２８年１２月１６日から 

平成２９年 ３月１５日まで 

３ ヵ月間 

同社の元従業員が、平成２８年１２月３日入札談合等関与行為

防止法違反容疑で愛知県警に逮捕された。 

不正又は不誠実な行為 （別表第２ 第８号） 

平成２９年 １月１３日 

指名停止措置解除 

逮捕された元従業員が不起訴処分となったため。 

指名停止措置要領第３ 第６項 

１９ 株式会社垣越組 
高山市上岡本町３丁目４１８

番地 

平成２９年 １月１３日から 

平成２９年 ４月１２日まで 

３ ヵ月間 

平成２８年１２月１４日実施した市道保木線舗装修繕工事の条件付一般

競争入札において、最低価格により落札候補者と決定されたにもかかわ

らず、同日、仕様書で求める主任技術者の配置ができないとの理由で契

約を辞退し、市との信頼関係を著しく損なった。 

不正又は不誠実な行為 （別表第２ 第８号） 



２０ 株式会社シマダ 
高山市岡本町１丁目７６番

地８ 

平成２９年 １月１３日から 

平成２９年 ４月１２日まで 

３ ヵ月間 

平成２８年１２月２１日実施した丹生川小中学校除雪機購入の指名競争

入札において、最低価格により落札決定されたにもかかわらず、同日、入

札金額が誤っていたとの理由で契約を辞退し、市との信頼関係を著しく

損なった。 

不正又は不誠実な行為 （別表第２ 第８号） 

２１ 新田自動車株式会社 
高山市昭和町３丁目１３８番

地１ 

平成２９年 １月１３日から 

平成２９年 ４月１２日まで 

３ ヵ月間 

平成２８年１２月２１日実施した丹生川小中学校除雪機購入の指名競争

入札において、有効入札中の最低価格により落札決定されたにもかかわ

らず、同日入札金額が誤っていたとの理由で契約を辞退し、市との信頼

関係を著しく損なった。 

不正又は不誠実な行為 （別表第２ 第８号） 

２２ 
川田工業株式会社 

名古屋営業所 

名古屋市中区栄２丁目４番

１号 

平成２９年 １月２７日から 

平成２９年 ３月２６日まで 

２ ヵ月間 

同社の元名古屋営業所長が、国土交通省中部地方整備局が発注した

工事を巡り、同局職員に工事関係資料の提供を依頼したとして、平成２８

年１２月６日国家公務員法違反（唆し）の罪で名古屋地検から略式起訴さ

れた。 

不正又は不誠実な行為 （別表第２ 第８号） 

２３ 

株式会社富士通ゼネラ

ル 中部情報通信ネット

ワーク営業部 

名古屋市東区猪高台１－ 

１３１５ 

平成２９年 ２月１３日から 

平成２９年 ８月１２日まで 

６ ヵ月間 

同社が、全国の市町村等が発注する消防救急デジタル無線機器の入

札において、独占禁止法に違反したとして、平成２９年２月２日公正取引

委員会から排除措置命令及び課徴金納付命令を受けたため。 

独占禁止法違反行為 （別表第２ 第３号） 

２４ 
日本電気株式会社 

岐阜支店 
岐阜市金町６－６ 

平成２９年 ２月１３日から 

平成２９年 ５月１２日まで 

３ ヵ月間 

同社が、全国の市町村等が発注する消防救急デジタル無線機器の入

札において、独占禁止法に違反したとして、平成２９年２月２日公正取引

委員会から排除措置命令及び課徴金納付命令を受けたため。 

独占禁止法違反行為 （別表第２ 第３号） 



２５ 
沖電気工業株式会社 

岐阜支店 
岐阜市薮田南１－２－３ 

平成２９年 ２月１３日から 

平成２９年 ５月１２日まで 

３ ヵ月間 

同社が、全国の市町村等が発注する消防救急デジタル無線機器の入

札において、独占禁止法に違反したとして、平成２９年２月２日公正取引

委員会から排除措置命令及び課徴金納付命令を受けたため。 

独占禁止法違反行為 （別表第２ 第３号） 

２６ 
日本無線株式会社  

中部支社 

名古屋市中区丸の内３丁目 

２１番２５号 

平成２９年 ２月１３日から 

平成２９年 ５月１２日まで 

３ ヵ月間 

同社が、全国の市町村等が発注する消防救急デジタル無線機器の入

札において、独占禁止法に違反したとして、平成２９年２月２日公正取引

委員会から排除措置命令及び課徴金納付命令を受けたため。 

独占禁止法違反行為 （別表第２ 第３号） 

２７ 
株式会社日立国際電気 

 中部支社 

名古屋市中区錦３－２０ 

－２７ 

平成２９年 ２月１３日から 

平成２９年 ５月１２日まで 

３ ヵ月間 

同社が、全国の市町村等が発注する消防救急デジタル無線機器の入

札において、独占禁止法に違反したとして、平成２９年２月２日公正取引

委員会から排除措置命令を受けたため。 

独占禁止法違反行為 （別表第２ 第３号） 

２８ 

株式会社ダイヤモンドカ

ッテング 

（平成 29 年 4 月 1 日付

けで商号を㈱ダイヤエン

ジニアリングに変更） 

岐阜市下西郷１丁目 

１７０番地１ 

平成２９年 ２月１３日から 

平成２９年１１月１２日までの 

９ヵ月間を経過し、かつ改善 

されたと認められる日まで 

同社の役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難される

べき関係を有しているとして、平成２９年２月２日高山警察署長

から排除要請があったため。 

高山市が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱 別表 第６号 

令和元年８月２９日 

資格停止措置解除 

岐阜県高山警察署長より、資格停止措置の理由となった事実について

改善が認められる旨の回答がなされたため。 

 


